
国
民
年
金
保
険
料
の
取
扱
い
が

区
市
町
村
か
ら
国
に
変
わ
り
ま
し

た
。
平
成
14
年
４
月
分
か
ら
、
国

民
年
金
保
険
料
の
納
付
書
は
、
社

会
保
険
事
務
所
か
ら
発
送
し
ま

す
。

◆
納
付
場
所

平
成
14
年
４
月
分
以
降
の
保
険

料
は
、
全
国
の
金
融
機
関
・
郵
便

局
・
社
会
保
険
事
務
所
で
納
め
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。

※
市
役
所
内
み
ず
ほ
銀
行
派
出

所
と
、
各
市
政
窓
口
で
は
納
め
る

こ
と
が
で
き
な
く
な
り
ま
し
た
の

で
、
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

※
平
成
13
年
度
分
に
つ
い
て

は
、
市
役
所
発
行
の
納
付
書
に
よ

り
、
４
月
30
日
Õ
ま
で
に
、
こ
れ

ま
で
ど
お
り
の
場
所
で
納
め
て
く

だ
さ
い
。

◆
第
３
号
被
保
険
者
の
届
出
方
法

が
変
わ
り
ま
し
た

第
３
号
被
保
険
者
の
届
出
は
、

配
偶
者
の
勤
務
す
る
会
社
ま
た
は

共
済
組
合
を
通
じ
て
社
会
保
険
事

務
所
に
届
出
を
す
る
こ
と
に
な
り

ま
し
た
。

◆
第
３
号
被
保
険
者
期
間
の
あ
る

方
の
、
老
齢
基
礎
年
金
な
ど
の
裁

定
請
求
書
の
提
出
先
が
変
わ
り
ま

し
た第

３
号
被
保
険
者
期
間
の
あ
る

方
の
年
金
の
請
求
は
武
蔵
野
社
会

保
険
事
務
所
で
の
手
続
き
と
な
り

ま
す
。

◆
保
険
料
の
免
除
制
度
に
「
半
額

免
除
」
が
新
設
さ
れ
ま
し
た

従
来
の
全
額
（
月
額
１
万
３
千

と
な
る
、
固
定
資
産
税
の
全
路
線

価
を
公
開
し
て
い
ま
す
。
資
産
税

課
・
情
報
公
開
窓
口
で
ど
な
た
で

も
ご
覧
に
な
れ
ま
す
。

◆
審
査
の
申
出

固
定
資
産
課
税

台
帳
登
録
価
格
に
不
服
が
あ
る
場

合
は
、
４
月
１
日
か
ら
平
成
14
年

度
の
納
税
通
知
書
を
受
け
取
っ
た

日
後
30
日
以
内
に
、
三
鷹
市
固
定

資
産
評
価
審
査
委
員
会
に
対
し
、

所
定
の
書
面
に
よ
り
審
査
の
申
出

を
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。な
お
、

価
格
以
外
に
係
る
異
議
申
し
立
て

は
、
納
税
通
知
書
を
受
け
取
っ
て

か
ら
60
日
以
内
に
行
う
こ
と
と
な

っ
て
い
ま
す
。

固
定
資
産
税
な
ど
に
つ
い
て

は
、
ホ
U

ム
ペ
U

ジ
で
も
解
説
し

て
い
ま
す
の
で
ご
覧
く
だ
さ
い
。

∞
資
産
税
課
ò
内
線
２
３
６
３

・
審
査
委
員
会
ò
内
線
２
２
１
４

国
民
健
康
保
険
の
加
入
は
世
帯

単
位
の
た
め
、
世
帯
主
が
国
民
健

康
保
険
の
被
保
険
者
で
は
な
く
家

族
の
方
だ
け
加
入
し
て
い
る
場
合

で
も
、
世
帯
主
は
保
険
税
の
納
税

義
務
な
ど
を
負
わ
な
け
れ
ば
な
り

ま
せ
ん
。
こ
の
よ
う
な
世
帯
を
擬

制
世
帯
と
い
い
ま
す
。

擬
制
世
帯
の
世
帯
主
は
、
保
険

市役所代表電話0 4 2 2 － 4 5 － 1 1 5 1 バランスシート　年金・国保だより　�

固
定
資
産
課
税
台
帳

を
縦
覧

擬
制
世
帯
の

世
帯
主
変
更
手
続
き

国
民
年
金
の
手
続
き

が
変
わ
り
ま
し
た

市の財政状況をより包括的にとらえ、市政の透明性の向上と説明責任を果

たすため、昨年、公表した普通会計のバランスシートに加え、市の全特別会

計を加えた｢市全体のバランスシート(総務省基準)」および市独自のものとし

て、土地開発公社などの出資団体を加えた「連結バランスシート」を作成し

ました。また、企業会計においてバランスシートと対を成す損益計算書の自

治体版として「行政コスト計算書(総務省基準)」を新たに作成し、より多面

的な財政分析を行いました。

≥財政課ò内線2124

No.１１

行政コスト計算書（平成１２年度）
〔行政コスト〕 ���������������������������� （単位：億円）

その他教育費土木費衛生費民生費総務費（構成比）総　額
６．４３０．０８．２５．２３３．３２８．５（２３．１％）１１１．６（１）人件費

１ ０．５６．３１．９１．２８．０５．３（４．８％）２３．２（２）退職給与引当金繰入等
６．９３６．３１０．１６．４４１．３３３．８（２７．９％）１３４．８小計〈人にかかるコスト〉
２．３１８．９４．７２２．５１３．８２０．８（１７．１％）８３．０（１）物件費

２ ０．００．５２．００．１０．２０．１（０．６％）２．９（２）維持補修費
２．２７．０１０．７１．４１０．１９．７（８．５％）４１．１（３）減価償却費
４．５２６．４１７．４２４．０２４．１３０．６（２６．２％）１２７．０小計〈物にかかるコスト〉

１．３０．０７３．６（１５．５％）７４．９（１）扶助費

３
２４．２５．８０．５１７．７１３．８１１．４（１５．２％）７３．４（２）補助費等
０．００．０９．５０．０４２．６０．０（１０．８％）５２．１（３）繰出金
０．１０．０２．５０．５０．００．０（０．６％）３．１（４）普通建設事業費
２４．３７．１１２．５１８．２１３０．０１１．４（４２．１％）２０３．５小計〈移転支出的なコスト〉
１６．３（３．３％）１６．３（１）公債費（利子分のみ）

４ ２．２（０．５％）２．２（２）不納欠損額
１８．５０．００．００．００．００．０（３．８％）１８．５小計〈その他のコスト〉
５４．２６９．８４０．０４８．６１９５．４７５．８－４８３．８行政コスト　a

（１１．１％）（１４．４％）（８．３％）（１０．１％）（４０．４％）（１５．７％）－－（構成比）

〔収入項目〕
０．６１．０３．０７．４９．０８．０－２９．０使用量・手数料等　b１
２．４２．５１．０４．２６７．９５．９－８３．９国庫（都）支出金　c２

－３７８．７一般財源　d３
－４９１．６収入（b＋c＋d）　e

－５．６正味資産国庫（都）
支出金償却額　f４

－１，２３５．２期首一般財源等５

－１３．４差引（e＋f－a）
一般財源等増減額

－１，２４８．６期末一般財源等６

No.１２

バランスシート（普通会計・市全体・連結）〔平成１２年度〕
（平成１３年３月３１日現在）　                   　（単位：億円）

連　　結市　全　体普通会計貸　　　方連　　結市　全　体普通会計借　　　方
〔負債の部〕〔資産の部〕
１．固定負債１．固定資産

７８４．０６２８．５４６２．８　（１）地方債２，３７４．６２，２１６．６１，９１７．１　（１）有形固定資産
０．００．００．０　（２）債務負担行為（１，５１６．５）（１，３６１．１）（１，３３６．４）　　　（うち土地）

１９６．１１９６．０１７７．６　（３）退職給与引当金３．８３．７０．０　（２）無形固定資産
０．６０．００．０　（４）その他２，３７８．４２，２２０．３１，９１７．１固定資産合計

９８０．７８２４．５６４０．４　固定負債合計
２．投資等

２．流動負債３．３１６．９２２．６　（１）投資及び出資金
３９．８３８．７２７．５　流動負債合計０．２０．２０．２　（２）貸付金

７３．３７１．１６９．６　（３）基金
１，０２０．５８６３．２６６７．９負債合計１３．１０．００．０　（４）基本財産

８９．９８８．２９２．４投資等合計
〔正味資産の部〕

１，５４９．１１，５４４．７１，３９８．９正味資産合計３．流動資産
６２．６６１．３３６．０　（１）現金・預金
３５．７３５．４２１．３　（２）未収金
３．０２．７　（３）その他

１０１．３９９．４５７．３流動資産合計
２，５６９．６２，４０７．９２，０６６．８負債・正味資産合計２，５６９．６２，４０７．９２，０６６．８資産合計

バランスシートが一定時点の資産、負債などの状況を表示する報告書であ

るのに対し、行政コスト計算書では、当該年度に実施された資産形成につな

がらない行政活動（人的サービスや給付サービスなど）にかかる費用（コス

ト）を表示しています。

特徴的なこととして、バランスシートの有形固定資産の割合が低い民生

費・衛生費などが、行政コストの面からみると生活保護費やごみ収集委託な

どの人的・給付サービスの比重が大きいことから、高い割合を示しています。

市全体のバランスシートに地方自治法上、市が予算の執行に関する調査権

などを有する外郭団体（土地開発公社および市が資本金等の１/２以上を出資

している法人、株式会社など）を加えて作成しました。広い意味で市全体の

財政状況を表したものとなっています。

連結後の資産は2,569億６千万円で、負債が1,020億５千万円、正味資産が

1,549億１千万円となっています。

普通会計のバランスシートに４つの特別会計と上水道事業会計、普通会計

から除かれた介護サービス事業勘定を加えたものです。

三鷹市全体でみると、普通会計では表われなかった上水道と下水道のイン

フラ資産が総資産の10％程度を占め、普通会計と市全体・連結バランスシー

トの数値比較表からもわかるように、これらインフラ資産の建設に、普通会

計以上に地方債を活用した資金調達が行われるため、資産の倍率が1.17倍で

あるのに比べ、負債が1.29倍となり、負債の増加率が資産の増加率を上回っ

ていることがわかります。

財務諸表についてのくわしい資料は、情報公開窓口（市役所2階）に

あります。市のホームページでもご覧になれます。（URL http://
www.city.mitaka.tokyo.jp/budget.html)

行政コスト計算書

市全体のバランスシート

連結バランスシート

平
成
14
年
１
月
１
日
現
在
の
東

京
都
内
（
都
市
計
画
区
域
内
）
の

地
価
公
示
価
格
が
次
の
場
所
で
閲

覧
で
き
ま
す
。

◆
土
地
対
策
課
（
市
役
所
４
階
）

・
各
市
政
窓
口
（
三
鷹
駅
・
三
鷹

台
・
東
部
・
西
部
）
・
図
書
館

（
本
館
・
下
連
雀
・
東
部
・
西

部
・
三
鷹
駅
前
）

∞
土
地
対
策
課
ò
内
線
２
２
４

３ 地
価
公
示
の
閲
覧

税
の
納
付
な
ど
制
度
上
の
帰
属
関

係
が
な
い
場
合
な
ど
も
あ
り
、
次

に
該
当
し
、
希
望
す
る
方
は
、
世

帯
主
の
変
更
手
続
き
が
で
き
る
こ

と
に
な
り
ま
し
た
。

◆
世
帯
主
の
変
更
が
で
き
る
方

①
保
険
税
を
完
納
し
て
お
り
、

②
擬
制
世
帯
主
以
外
の
加
入
者
が

実
質
的
に
保
険
税
を
納
め
て
お

り
、
③
世
帯
主
を
変
更
し
た
後
も

保
険
税
の
納
付
義
務
や
各
種
届
出

義
務
の
確
実
な
履
行
が
見
込
め
る

方
。

▼
印
鑑
と
保
険
証
を
持
参
し
、
世

帯
主
変
更
届
（
前
世
帯
主
の
同
意

が
必
要
）
を
保
険
年
金
課
国
保
加

入
係
（
市
役
所
１
階
）
へ
提
出
す

る
。※

世
帯
の
状
況
な
ど
に
よ
り
、

変
更
で
き
な
い
こ
と
も
あ
り
ま
す

の
で
、事
前
に
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。

∞
保
険
年
金
課
国
保
加
入
係
ò

内
線
２
３
８
２

平
成
14
年
度
の
固
定
資
産
税
・

都
市
計
画
税
の
算
出
基
礎
と
な
る

固
定
資
産
の
価
格
な
ど
が
登
録
さ

れ
た
固
定
資
産
課
税
台
帳
を
縦
覧

し
ま
す
。
な
お
、
土
地
・
家
屋
に

つ
い
て
は
前
年
度
と
同
様
に
、
縦

覧
時
に
お
渡
し
し
て
い
る
名
寄
帳

と
全
く
同
じ
内
容
の
「
課
税
明
細

書
」を
５
月
初
め
に
送
付
し
ま
す
。

◆
縦
覧
期
間
・
場
所

４
月
22
日

Ã
ま
で
（
土
・
日
曜
日
を
除
く
）

の
午
前
８
時
30
分
〜
午
後
５
時
、

資
産
税
課
（
市
役
所
２
階
ˆ

番
窓

口
）
で
。

◆
必
要
な
も
の

申
請
者
の
印

鑑
、
代
理
人
の
場
合
は
委
任
状
。

な
お
、
平
成
14
年
度
の
土
地
の

評
価
額
を
算
出
す
る
た
め
の
基
礎

300
円
）を
免
除
す
る
制
度
に
加
え
、

半
額
（
月
額
６
千
650
円
）
を
免
除

す
る
制
度
が
新
設
さ
れ
ま
し
た
。

◆
学
生
納
付
特
例
制
度
の
対
象
が

拡
大
さ
れ
ま
し
た

従
来
の
昼
間
部
の
大
学
・
短

大
・
専
門
学
校
な
ど
に
加
え
、
夜

間
部
や
定
時
制
課
程
・
通
信
制
課

程
の
学
生
も
対
象
に
な
り
ま
し

た
。※

申
請
は
、毎
年
度
必
要
で
す
。

∞
保
険
年
金
課
年
金
係
ò
内
線

２
３
９
７
・
武
蔵
野
社
会
保
険
事

務
所
ò
56
―
１
４
１
１


